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要旨 

新たな市場創出の観点から、所々でビッグデータの活用について語られているが、ビッグデ

ータの活用により大きな変革が予想される健康診断、自動車業界、放送業界での取り組みと制

度的な阻害要因について、事業者側からの視点を中心に調査研究を行った。本稿では、特に、

放送業界を中心に議論する。 

放送業界での主要な動向として、スマートテレビの出現があり、放送コンテンツやそれに関

連する周辺データをビッグデータとしてスマートテレビというアプリケーション上で利活用さ

せるようなスキームも総務省で検討が始まっている。このビッグデータには、「放送コンテンツ」

とそのコンテンツに関する周辺情報としての「メタデータ」が存在する。メタデータには、主

に、番組情報、撮影情報、音楽情報等や、スマートテレビに係る SNS 情報等が考えられるが、

更に、番組の字幕データも存在している。この字幕データは視聴覚障害者対策である放字幕放

送に利用されており、監督官庁である総務省の行政指針により字幕放送対応が放送事業者と共

に推進されている。現状、字幕データ作成が番組制作費のコスト増となっており、負担軽減の

ため放送事業者側からの利活用の要望がある。また、字幕データにより番組内容がテキスト化

される事から、検索や新たなテキストコンテンツ創出など一般消費者や第三者であるスマート

テレビ等のサービス提供事業者に対しても大きな利便性の向上や新しいサービスの創出が見込

まれる。 

このように、放送業界のビッグデータは、一般的に、放送事業者や視聴者／エンドユーザに

大きな利益をもたらすと考えられるが、一方で、ビッグデータの利活用が促進されない阻害要

因も顕在化してきている。放送コンテンツの二次利用には権利調整が必要であり、多様な権利

者に対して実施する必要があり、その調整コストの負担は二次利用を阻害している。また、メ

タデータについては、SNS データと字幕データのそれぞれデータにおいて阻害要因が存在して

いる。SNS データに関しては、パーソナルデータの扱いが問題となる。字幕データについては、

複数種類存在する字幕データの統一的な扱いや著作権／使用許諾が問題となっている。ただ、

これの阻害要因のうち、字幕データに関する一連の問題は、認知されておらず対策も検討され

ていない状況である。それらの字幕データの阻害要因の対策の検討を試みた。 
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1. はじめに 

昨今のビッグデータに関する産業界の関心の高まりに対応し、総務省 [総務省, 2012d]は、「ア

クションプラン 2013」において、①ビッグデータの利活用の推進と②オープンデータ流通環境

の構築推進を提言している。また総務省は「ICT 超高齢社会づくり推進事業」 [総務省, 2013b]

の採択基準において、オープンなシステムの構築と「新産業創出」への貢献を重視している。 

ビッグデータの流通と阻害要因 
~放送業界を対象とした分析を中心として~ 
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この「新産業創出」について、デロイト (Deloitte, 2009)は３つの段階を踏むとし、第一段階

を情報の融合を意図したインフラ投資（第一の波）、第二段階を融合した情報やナレッジの流通

（第二の波）、第三段階を産業融合による新しい経済モデルへの転換（第三の波）と整理し、こ

の現象をビッグシフトと呼んでいる。ここで融合した情報やナレッジをビッグデータと捉える

と、ビッグデータはサービスの融合を進め、異業種の隣接産業を融合しながら、新産業を生み

出す可能を秘めている。たとえば、日本放送協会の放送に関する各種データはビッグデータ化

しており、これを二次利用することで、例えば、資格試験のコンテンツを生みだしたりしてい

る。日本放送協会では、テレビの字幕データも含めてさらなる二次利用を検討している。 

この総務省の動きとデロイトの主張を重ねると、総務省 [総務省, 2013b]のオープンなデータ

流通環境の構築推進は、情報連携による情報流通の環境の整備が中心であることから、第二の

波の推進に位置するi。また総務省の「ICT 超高齢社会づくり推進事業」 [総務省, 2013b]は、前

述したように「新産業創出」を意図していることから第三の波を意識しているといえよう。 

しかし、同時にオープンなデータ流通環境の構築推進においては、さまざまな阻害要因があ

る。よく知られている阻害要因には、データの二次利用の使用許諾に要する時間とコストであ

り、その原因の多くは個人情報保護やプライバシー保護、著作権による権利処理が存在してい

る。本稿の目的は、主要な産業セクタでの現状を整理し、また共通の課題を再整理することで、

今後の対策について方向性を提言することにある。 

次に、本研究では、調査研究の対象を絞り込むために、防衛宇宙産業とヘルスケア業界、自

動車業界、放送業界の４セクタを選択し、予備調査を行った。デロイト (Deloitte, 2009)よれば、

防衛宇宙産業とヘルスケア業界が最もビッグシフトの波から遅れており、一方で放送業界と自

動車業界はすでにビッグシフトの第三の波に曝されている産業だからである。この２つを対比

することで、何か新しい知見が得られることを期待したからである。 

本研究で調査研究の対象をさらに絞る込むために、クリステンセンと共に『イノベーション

への解』を著したレイナー (Raynor, 2005)のモデルを使った。レイナー (Raynor, 2005)によれば、

破壊的革新はニッチな足場市場の小規模な事業から始まる。成熟市場の事業は外部環境に過剰

適応しており、自ら破壊的革新の主役とは成りえないからである。すなわちヘルスケア業界に

おいては病院の治療サービス、放送業界においては既存の放送事業の本体事業からは破壊的革

新のシーズは育たない。本研究では、ヘルススケア業界における足場市場を洗い出した結果、

ビッグデータをすでに意識している健康診断業界、放送業界においては字幕放送とスマートテ

レビが足場市場に成りうると仮定することとしたii。 

自動車業界については、ビッグデータ活用の現状の整理にとどまり、足場市場としてはカー

シェアリング市場に注目したが、現時点では十分に調査ができていない。 

防衛宇宙産業については、準天頂衛星を活用したアプリケーションが生むビッグデータとは

何か検討したが、どのアプリケーションがビッグデータを生みだし、どこが足場市場を想定す

ることができなかった。よって防衛宇宙産業は調査研究対象から除外する。 

以上を踏まえ、本稿では、ビッグデータとして放送業界と健康診断業界について論じること

とし、今回は予稿ということもあって、放送業界についてのみ論じる。 

今回積み残した健康診断業界と自動車会社については、今後論文を執筆するときに詳細を考

察し、今回は「おわりに」にて、これまで蓄積した知見をもとに放送業界、健康診断業界と自

動車会社のビッグデータの現状に関する差異を手短に紹介し、また簡単な提言を行う。 

ビッグデータの情報流通については、クエイティブコモンズのスキームを使って、技術的な

議論は技術系の学会、制度的な議論は情報通信学会にて発表する予定であるが、今回はその議

論については深くは触れていない。 

なお本稿では、パーソナルデータを個人情報とプライバシー情報からなるとデータと定義し、
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個人情報は個人を識別することができる情報、個人を識別することができない情報をプライバ

シー情報と呼び、個人情報ではないとしている。 

2. 放送業界の変遷 

インターネットやモバイル通信環境の普及と、それに伴うスマートフォンやタブレット端末

など高機能で安価なスマートデバイスの登場により、従来型の主要なメディアが大きな影響を

受けている。従来型メディアとしては、活字メディア（新聞、出版）と放送メディアに分ける

事ができるが、特に、放送メディアは有限な資源（無線帯域）と無停止を要求される高価で大

規模な制作／配信インフラを必要とする事から、参入障壁が高く、社会への影響力が大きいに

も関わらず新規参入事業者が著しく少ない状況であった。しかし、高速通信を実現するブロー

ドバンド環境の整備により、広帯域を必要とする放送メディアも十分な品質のサービスを有線

と無線の両方の技術を用いて広範に提供する事が可能となった。これに伴い、このインターネ

ットという通信インフラを活用した放送メディア（音声・映像配信）事業を開始する新規参入

業者が現れると共に、従来の放送事業者もインターネットの活用を迫られている。 

このような背景を踏まえて新しい業態とそれを実現する法整備等の環境について数々の議

論が重ねられたiiiが、2010 年頃より本格的に法制面での対応、具体的には放送関連の 4 法を新

放送法に一本化するなどの法体系の全般的な見直しが検討され、通信・放送分野におけるデジ

タル化の進展に対応した規制の整理・合理化を図るため，放送法，電波法及び電気通信事業法

について，各種の放送形態に対する規制を統合するとともに，無線局の免許及び放送業務の認

定の制度を弾力化する等の必要があるという理由で法改正が行われ、2011 年 6 月より全面施行

された [日本放送協会, 2011]。 

一般的に、放送事業は、配信コンテンツの違いによって、ラジオ（音声）放送とテレビ（映

像）放送の大きく２つに分けることができるが、ラジオ放送分野では、特に、IP サイマルラジ

オ radiko.jp が大きな成果を上げ、広く普及するに至っている [香取, 2012]。 

一方、テレビ放送分野でも様々な取り組みがなされている。2012 年 3 月に完全地上波デジタ

ルへの移行が終わり、更にその次の新しいテレビについて、様々な議論やそれに続くサービス・

機器が発表されているiv。特に、スマートテレビに関しては、2012 年 6 月に総務省が「スマー

トテレビの推進に向けた基本戦略」 [総務省, 2012a]を発表したように、今後、テレビ放送分野

での新しい取り組みとして多いに期待されている。 

3. スマートテレビとは 

様々な場面で「スマートテレビ」という言葉を見かけるが、新しい市場形成の初期段階であ

り、立場によって様々な解釈がなされてしまうため、一般的な状況として、まだスマートテレ

ビを一義的に扱える状況には至っていないと言える。本稿では、総務省の発表した「スマート

テレビの推進に向けた基本戦略」における「新しいスマートテレビ」の語義を採用することと

し、次のように定義する。「新しいスマートテレビ」とは、「放送・ウェブ連携」、「多様なアプ

リケーション・コンテンツの提供」、「端末間連携」の 3 つの基本機能を具備したテレビ放送と

通信を融合したサービス全般を指す。 

＜図表 1＞ 

それら 3 つの機能は、以下のように定義されている。 

「放送・ウェブ連携機能」とは、放送コンテンツ（大容量、高信頼、同報性）とウェブアプ

リケーション・コンテンツ（双方向、個別ニーズに対応）が有機的に連携できる機能としてい
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る。 

「多様なアプリケーション・コンテンツの提供機能」とは、放送・通信事業者に限らないサ

ードパーティを含めた多くのプレイヤーが、一定のルールの下で、多様なアプリケーション・

コンテンツを作成し、提供できる機能としている。なお、この「一定のルール」としては、ユ

ーザの安心・安全を守るため、緊急警報放送の優先、青少年の保護、パーソナルデータの保護、

セキュリティ等へ配慮したルールとしている。 

最後に、「端末間連携機能」とは、デバイス、OS に依存せず、どのメーカーの端末でもシー

ムレスに連携できることとしている。 

つまり、通常のテレビ受像機以外の機器も含めてネットに接続され、放送事業者が提供する

放送コンテンツに関するサービス／コンテンツ（アプリケーション）がサードパーティも含め

た多様な事業者より提供され、それらが複数の端末間での有機的連携が実現されることを意味

している。また、あえて放送事業者以外の「サードパーティ」の事業者にアプリケーションの

提供を可能とする事により、市場経済によって多様なアプリケーションが生成され、様々なニ

ーズを持ったユーザへの提供を実現させる仕組みとなっている。これに対して、現状、放送コ

ンテンツを保有する放送／通信／コンテンツ事業者内に留まる形でアプリケーションが提供さ

れており、それゆえスマートテレビのアプリケーションが限定的であり、ユーザ側の要望に十

分に対応できていない事を反映していると言える。 

この新しいスマートテレビを実現するためには、商流に新しく「コンテンツ・アプリケーシ

ョン事業者」を加える必要があることから、ステークホルダーの増加に伴う情報の流れの追加

と共に、その情報の流れを安定して実現するための仕組みづくりも必要となる。これは、一般

的に「ビッグデータ」と呼ばれるデータの流通により新たな市場形成を目指す動きと同じであ

り、放送関連データをビッグデータと捉えて、「新しいスマートテレビ」をビッグデータのアプ

リケーション／活用の具体例と考えることができると考えた。 

4. ビッグデータとは 

ICT 分野において「ビッグデータ」とその活用について、活発に議論されている。例えば、

「ビッグデータ」という言葉が情報通信白書 [総務省, 2012c]で解説されており、以下のように

定義されている。『ビッグデータとは何か。これについては、ビッグデータを「事業に役立つ知

見を導出するためのデータ」とし、ビッグデータビジネスについて、「ビッグデータを用いて社

会・経済の問題解決や、業務の付加価値向上を行う、あるいは支援する事業」と目的的に定義

している例がある。ビッグデータは、どの程度のデータ規模かという量的側面だけでなく、ど

のようなデータから構成されるか、あるいはそのデータがどのように利用されるかという質的

側面において、従来のシステムとは違いがあると考えられる。』つまり、単なるデータの固まり

そのものを指し示すのではなく、それの活用によって市場価値が生まれビジネスを形成できる

データであると理解できる。 

このビッグデータには、以下の図表で示すようなデータが含まれており、近年議論されてい

るビッグデータに関する議論は、これらのデータを有効活用し、新規のビジネスやマーケット

を創出しようという取り組みである。 

＜図表 2＞ 

また、総務省での検討においては、この動きを加速させるために、データを蓄積・保有して

いる事業者ともユーザとも異なる第三者に中間データ／解析結果の提供し、市場競争を加速さ

せ、ビッグデータの社会的価値をより高めようとする事も検討されている。 

＜図表 3＞ 
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現在、総務省にて検討されているビッグデータの活用は、各種センサーをつなげる M2M 通

信によるデータを中心に検討されてはいるが、新しいスマートテレビを実現するフレームワー

クとして、ビッグデータの活用と同じフレームワークを適用する事も可能であろう。この観点

において、新しいスマートテレビをビッグデータの新しいサービス提供として捉えた場合の考

察を次節以降で検討する。 

5. スマートテレビにおけるビッグデータと字幕データ 

テレビ放送において、映像音声コンテンツに関連する周辺データを「メタデータ」と呼んで

いる。例えば、経済産業省の「電子決済を活用したオンライン・コンテンツビジネスに関する

調査研究」 [経済産業省, 2005]において、コンテンツ作成プロセスとそれぞれのプロセスで生成

されるメタデータを以下の図表のように取りまとめている。これらのメタデータの一部がビッ

グデータとして放送／コンテンツ制作事業者から提供される事になる。 

＜図表 4＞ 

これらのメタデータの中で「新しいスマートテレビ」で扱われる可能性のあるメタデータ（映

像関連データ）として、番組(EPG)情報（番組名、出演者、放送情報等）、撮影情報、音楽情報、

視聴率などのデータが想定できる。また新しいスマートテレビとして SNS 機能等を実現した場

合、SNS 情報（視聴者情報、番組へのコメント等）やユーザの行動履歴、番組へのコメントな

どがメタデータとして加えられる事になる。 

更に 1997 年より、視聴覚障害者対策として、総務省主導で字幕放送対応の目標がテレビ局

に設定され、地上波テレビ局を中心に対応番組を拡大してきたため、字幕データも番組情報と

して存在する状況になってきた。現在、行政指針として NHK 及び地上波民放に対しては「2017

年までに字幕付与可能な放送番組全てに字幕を付与する」としており、字幕付与可能な放送番

組とは以下の条件を除く番組として規定しているv。 

1. 技術的に字幕を付すことができない放送番組（例 現在のところ、複数人が同時に会話を

行う生放送番組） 

2. 外国語の番組 

3. 大部分が器楽演奏の音楽番組 

4. 権利処理上の理由等により字幕を付すことができない放送番組 

5. 24 時から 7 時までの深夜・早朝帯の番組 

また、総務省が公表している 2011 年度の実績は、以下のようになっており、着実に字幕対応

放送は増えてきている [総務省, 2012e]。 

＜図表 5＞ 

これらの字幕放送を実現するため、各放送局では番組内容に合わせて複数の字幕付与方法を

採用している。収録番組の場合には、番組制作過程で字幕を挿入する行程を組み込む事で対応

でき、番組の納期を考慮すれば実現は十分に容易である。しかし、生放送番組の場合、リアル

タイムな番組進行に沿って字幕を挿入する必要があるためシステム対応や仕組みが必要となる。

以下に、NHK において採用されている字幕付与方法を示す [三菱 UFJ リサーチ&コンサルティ

ング, 2011]。 

＜図表 6＞ 

このように、高度に発展してきた音声認識技術を利用する場合にも、放送原稿（最終稿）の

入力や専門用語や頻出する単語の事前登録等によって事前にシステムの準備が必要であるだけ

でなく、送出前の字幕のチェックや校正は必要な状態であり、特に、複数の話者が登場する場

合（特に同性の場合など）やアナウンサー以外の話者の会話等では、依然、自動音声認識が難
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しい状態にある。特に、複数話者の番組が難しい理由としては、それぞれの話者の会話が交錯

したり声色に応じて話者を判別するなど音声認識の難易度が格段に上がるだけでなく、話者を

明示するために話者毎に色等で字幕表示を変化させたり、表示の位置とタイミングを工夫する

必要があるなど、実用化に向けて問題が山積している状態である。また、最終的には、リレー

方式という人手による手動入力の方法があるが、以下の様な問題点がある。 

 一人あたりの連続入力時間が限られている（1～1.5 時間程度） 

 深夜・早朝帯の番組対応の人員の確保が難しい 

 人員の養成（キーボード操作技術と国語能力）に時間を要する（3～4 年程度） 

このように、字幕付与は番組制作コストを上昇させており、特に、テレビ放送の特徴を活か

した生放送番組には、特にコストを要する状態である。この事から、放送局側から字幕データ

を二次利用できないかという強い要望がある。字幕データの活用法のついては、次項で検討す

る。 

6. 放送業界においけるビッグデータ活用 

新しいスマートテレビにおいてビッグデータとなる上記で議論したメタデータ（番組情報、

字幕データ、SNS 情報）の活用を検討してみる。 

これらのメタデータにより映像コンテンツに以下の 3 つの視点からの意味付けがなされる事

になる。 

 映像コンテンツ制作者（テレビ局） 

 視聴者／エンドユーザ 

 広告主／スポンサー（民放の場合） 

それぞれの立場でのビッグデータへの期待について検討してみたい。 

まずは、映像コンテンツ制作者の場合であるが、特に民放の場合は、主に、自身の営利企業

としての利益増加を期待するであろうvi。つまり、利益の増加が、自身の収入の増加、もしくは

支出の削減を意味するならば、収入の増加としての「広告収入の増加」と「番組素材の利活用

（再販等の別チャネルへの展開）」、支出の削減としての「番組素材の利活用（他の番組への利

活用による制作費削減）」が想定できる。また「広告収入の増加」は、以下で述べる広告主／ス

ポンサーの期待を高めると事にも繋がるであろう。次に、視聴者／エンドユーザとしての期待

としては「より満足できる消費活動をしたい」、つまり広い意味で「楽しみたい」という事にな

るであろう。ただ、スマートテレビに対しては、通常のテレビ放送のような「テレビ番組その

ものに対する楽しみ」以外に、「その番組情報を使ったネット活動に対する楽しみ」も含まれて

くるであろう。最後に、広告主／スポンサーとしての期待としては、広告主の製品に興味があ

るより多くの視聴者への広告としての露出を求める事になる。つまり、単純な視聴者の量だけ

でなく、SNS 情報等により、より嗜好の合った視聴者をより多く集められるかという、広告の

対象となる視聴者の質についても、広告主は追求する事が可能となるであろう。 

新しいスマートテレビを実現の要となるサードパーティのスマートテレビのコンテンツ・ア

プリケーション事業者としては、これら三者の満足が満足できるアプリケーションを開発する

事になる。また、得られたビッグデータからそれを実現する手段の例としては、メタデータが

映像情報に付加される事により、映像コンテンツに意味付けがなされ、例えば、重要なシーン

のみを視聴するダイジェスト視聴や映像検索の精度／粒度の向上、有機的に映像コンテンツを

繋げ新しい映像コンテンツやユーザ体験を実現する事ができるようになり、一方で、SNS デー

タから分析できている視聴者の嗜好とのマッチングにより、より適切なユーザに適切なサービ

スを提供する事が可能となるであろう。 
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また、字幕データの活用方法については、現在、以下の様な事例が検討・実施されている。 

 モバイル端末／デジタルサイネージ向け表示コンテンツ 

 字幕データのアーカイブ化 

 字幕スポンサーの獲得 

 教材（テキストや試験問題）としての活用 

また、番組検索の手段として、字幕データを用いると、通常の番組情報等のメタデータだけ

を用いた場合と比較して、番組を素材として更に利活用できる場面が増える事が容易に想像で

き、先に述べたダイジェスト視聴も大幅な質的向上も期待できる。また、字幕データは文字デ

ータであるため、放送コンテンツである映像や音声と比較して編集が容易であり、一覧性の良

さや概要把握の認識時間が短いなど、放送コンテンツが文字コンテンツとして活用が広がる。

更に、既存の Web／アプリケーション事業者にも文字コンテンツを様々に表現するサービスが

あり、字幕データがサードパーティに提供された場合には、上記のような想定を超えるアプリ

ケーションに仕立てる事業者が登場する可能性がある。 

研究会で検討したビッグデータ活用のイメージを示す。一例として、時事問題に関する討論

番組を想定し、出演者の発言（字幕データ）を受けての視聴者のコメントを共有できる SNS が

スマートテレビに実装されていれば、視聴者の発言内容と視聴者のコメントの関連付けが可能

となり、視聴者の属性分析に活用できるのではないかと考えた。また、所属する属性へのター

ゲット・マーケティングが可能となり、販売広告の効率化や映像コンテンツの推奨が可能とな

ると考えた。ただ、ビッグデータの本質は様々なコンテンツ・アプリケーションの創出であり、

そのような環境／プラットフォーム作りが研究会の目標であるため、ここに掲載したイメージ

はほんの一例であり、ビッグデータ活用の利点を理解するための一つの手段として理解して頂

きたい。 

＜図表 7＞ 

7. ビッグデータ活用の阻害要因 

次に、上記で検討した放送業界におけるビッグデータの活用を行う上での問題点についての

検討を試みたい。まず、放送業界の場合、取り扱うデータとして、「放送コンテンツ」そのもの

と、周辺データである「メタデータ」の二つに分けて検討してみる。 

7.1. 放送コンテンツ 
放送コンテンツに関しては、その流通に関する問題点が、コンテンツの海外展開という観点

で総務省の「放送コンテンツ流通の促進方策に関する検討会」 [総務省, 2012f]において、まさ

に議論されているところである。この検討会にて、コンテンツの流通は、そのコンテンツの二

次利用と考えられるため、改めて権利者（著作権者、著作隣接権者）の許諾が必要となるとし

ており、その権利者を以下の図表ようにまとめている。 

＜図表 8＞ 

つまり、「原作・脚本」及び「音楽（作詞・作曲）」を著作物として著作権があり、「レコード

（原盤、レコード実演）」及び「映像実演（出演者）」は著作隣接権が発生するため、二次利用

にはそれぞれの権利に対応した権利処理（許諾）が必要となる状況である。またこの権利処理

が複雑なため、流通のためのコストが高くなり、流通を阻んでいる。 

例えば、出演者や演奏家に対する許諾としては、個々の実演家の所属団体を確認し、個別に

申請／手続きが必要な状況であった。これに対して、2009 年に「映像コンテンツ権利処理機構

（aRma）」が設立され、権利処理窓口の一元化が始まっている。ただし、現在実施されている

許諾業務は「放送番組送信可能化」「ビデオグラム化」「番組販売」に留まっており、「ネット配
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信」については、特定番組に対する実証実験が行われているのみである [総務省, 2013c]。この

実験によって、ネット配信に関する放送事業者との連携やコスト負担の調整が検討され、この

効果測定と順次対象拡大が行われていく予定である。また、音楽の原盤権に関しても、国内資

本系レコード会社と外資系レコード会社で取り扱いが違うviiなど、円滑な放送コンテンツの流

通のためには、まだまだ環境整備が必要な状況である。 

7.2. 字幕データを含めたメタデータ 
一方、メタデータに関しては、主に字幕データと SNS データ等のパーソナルデータの取り扱

いに配慮する必要があると考える。まず、字幕データにおいては、大きく二つの問題点が存在

する。 

一つ目は「局内外における字幕データの統合的扱い」である。各番組で付与される字幕には

二種類あり、「オープン・キャプション」と呼ばれるものと、「クローズド・キャプション」と

呼ばれるものがある。オープン・キャプションは、通常の放送画像として画面内に埋め込まれ

ている字幕を指す。例えば、出演者の氏名・肩書きや、画像が撮影されたロケーション等が映

像の説明として、通常の番組映像に CG 等の技術を用いて組み込まれており、放送コンテンツ

の編集時に挿入される。最近は、出演者の発言内容の多くがオープン・キャプションとして表

示され、視聴者に対して発言内容を理解しやすいように工夫されている。一方、クローズド・

キャプションは、視聴覚障害者向けに表示される字幕で、視聴者によるリモコンの字幕ボタン

の押下という能動的動作によって表示される字幕である。この字幕データはデジタル放送にお

いて ARIB 形式の文字データとして表示されおり、先のオープン・キャプション以外の字幕を

表示している。つまり、クローズド・キャプションに含まれる文字データには、オープン・キ

ャプションとして画像化されている文字データが含まれていないため、番組の文字データとし

て字幕を利用する場合には、オープン・キャプションとクローズド・キャプションを文字デー

タとして統合する必要がある。現在の統合の状況としては、先進的な放送局が、順次、統合に

向けて着手している状況であり、まだ、全てのテレビ局で完全に統合ができている状況ではな

い。また、将来的には、全ての放送局の字幕データを統合して扱えるようにし、更に字幕デー

タの価値を高める必要があるであろう。 

二つ目は字幕としての「著作権」と「使用許諾」の権利処理である。字幕データに関係する

著作権としては、主に番組台本（原作・脚本）の著作者に帰属する形になり、それらに字幕デ

ータとしての流通や二次利用の許諾を得ることになる。また、台本に記載されている以外のセ

リフ、解説、コメント等は、各出演者に字幕データとしての使用許諾を得る必要がある場合が

ある。これも放送コンテンツ自身の流通と同様に非常に煩雑な処理であり、そのコストが字幕

データの利活用の阻害要因となっている。 

また、パーソナルデータについては、放送業界以外でも広くビッグデータとして取り扱われ

るデータである事から、総務省の「パーソナルデータの利用・流通に関する研究会」にて適正

なパーソナルデータの流通・促進に向けた方策が検討中であり、2013 年 4 月 8 日に研究会の論

点整理が公表されている [総務省, 2013a]。この研究会において「パーソナルデータの利活用と

プライバシー保護等の調和」と「国際的に調和の取れた制度の構築」を目指しており、これは、

既存の個人情報保護制度が主務大臣制として各事業分野毎の措置となっておりパーソナルデー

タの利活用を進めにくい状況にあり、EU の個人データ保護指令において日本のパーソナルデ

ータに関する規律が十分なレベルの保護措置を確保していないと判断されているため EU 地域

のパーソナルデータを取り扱うようなグローバルなビジネスの阻害要因となっている状況を反

映している。今後、これらの問題を解消するための方策が検討される予定である。 

7.3. 未検討の阻害要因 
このように放送業界におけるビッグデータの阻害要因を検討すると、放送コンテンツやパー
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ソナルデータについては既知の問題として認知されており、その対処が検討されているが、字

幕データは放送業界で重要なビッグデータの一つであるにも関わらず、その利活用は十分検討

されていない事が分かる。また、比較的新しく制作された番組に関して、放送コンテンツとし

てはネット配信を考慮した権利調整が事前に実施されており、「NHK オンデマンド」や「もっ

と TV」などのネット配信型 VOD サービス等への対応が進んでいるが、字幕データは含まれて

おらず、十分な権利調整も行われていない状況である。 

8. 字幕データの流通に向けた方策の提案 

これらの議論を踏まえて、字幕データの流通を実現する方策について検討してみたい。 

まずは、字幕データの統一的扱いである。番組制作プロセスとして独立してしまっているオ

ープン・キャプションとクローズド・キャプションのそれぞれの挿入の際に、字幕データとし

ては統一的に扱えるようにメタ情報やフォーマットの整備が必要であろう。また、それらの字

幕データを、各放送局を横断して取り扱えるプラットフォームの実現により、更に字幕データ

の利活用が加速され、データの価値が向上するだけでなく、その対象の放送コンテンツの活用

や価値の向上が見込まれるであろう。 

次に、著作権や使用許諾に関する権利処理の簡素化である。特に、使用許諾については、現

状、非常に処理負担が大きいが、各種権利処理窓口として発足した aRma の新しい業務として

扱うことにより、字幕データに関しても統一的な権利処理を実現し、字幕データの流通コスト

を下げる事ができるのではないだろうか。また、このような字幕データ流通に向けての取り組

みを行うためには、字幕データの市場価値の認知が重要であろう。このために、まずは報道番

組等の権利関係が放送事業者内に閉じる番組に関して、先行して字幕データの流通させる事に

より検証する事も可能と思われる。 

9. おわりに 

最後に、ヘルスケア業界、自動車業界と放送業界の３業界を俯瞰すると、今後、より精緻な

データによる裏付けが必要であるが、大きく次の特徴がみられる。 

＜図表 9＞ 

まず事業規模からみるとヘルスケア業界は、保険組合や健診機関など市場参加者の数は多く、

大企業の保険組合のような規模の大きい事業者から相対的に小規模な保険組合がある一方、健

診機関の規模は相対的に中小規模である。しかし、ビッグデータの流通を促進させる強力なリ

ーダーは不在で、そのデータは多様性があり、分散または点在している。 

自動車業界においては、大手３社がビッグデータ化を牽引しており、また業界全体でもその

利活用の動きが始まっている。 

放送業界では、ビッグデータの活用に関する意識がまだ十分に育ってはいないが、そのイン

フラについては NHK が牽引している。一方、他の放送局については日本テレビの動きを除け

ば顕著なものはなく、また他のメディアについても総論賛成と各論反対の文化があり、NHK 以

外のはっきりしたリーダーが不在で、自動車業界に見られるような良い意味での競争環境が生

まれていない。またスマートテレビについてはまだはっきりしたリーダーが存在しているわけ

ではない。 

このことから自動車業界においては、ある程度放置した状態でもビッグデータの活用は進む

と思われる。たとえば、私見に過ぎないが、カーシェアリングにおいて、個人のスマートフォ

ンで管理するようにすると、そのアプリケーションは動くハブとして消費者の行動を中心とし
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てパーソナルデータを融合させるように情報のサプライチェーンに再構築することで、産業融

合による産業創出を促進する環境ができるのではないだろうか。 

＜図表 10＞ 

一方、ヘルスケア業界においては国のバックアップによる支援を行いつつ、おそらく商業的

なデータベースを持つような機関やシンクタンク、ICT 企業が全体を牽引する必要があるだろ

う。前述したように健診機関や介護施設がデータを管理するのではなく、個人にその管理を帰

属させた上で、当人の判断でその個人のデータを必要とする第三者にパーソナルデータを提供

するとともに、匿名化された情報については逆に自由に流通させるべきであろう。ここでも消

費者の行動を中心としてパーソナルデータを融合させるように情報のサプライチェーンに再構

築することが必要であり、またクリエイティブコモンズに似た方法論の導入も必要であろう。 

総務省によれば、ビッグデータのひとつであるパーソナルデータがもたらす経済効果は１０

兆円とも言われている。欧米では個人情報の流通と制度改革について先行している。このこと

は我が国の国際競争力を損なうだけでなく、我が国での産業創出を損なうものであり、我が国

での制度改革を急ぐ必要があるように思える。EU の個人データ保護規則案のプライバシー・バ

イ・デザインの７つの基本原則、とりわけ忘れられる権利や米国の消費者プライバシー権利章

典の動きも重要で、グーグルなど主要６社による自主的な取り組みにも今後注目していく必要

があるだろう。 
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図表 

図表 1 新しいスマートテレビとは（出典：総務省 「スマートテレビの推進に向けた基本戦略」資料） 

 

 

図表 2 ビッグデータを構成する各種データ （出典：総務省 情報通信審議会 ＩＣＴ基本戦略ボードビッグデータの

活用に関するアドホックグループ 取りまとめ 「ビッグデータの活用の在り方について」） 
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図表 3 ビッグデータの活用に関する法的フレームワークについての検討 （出典：総務省 情報通信審議会 ＩＣＴ基

本戦略ボードビッグデータの活用に関するアドホックグループ 取りまとめ「ビッグデータの活用の在り方について」） 

 
 

図表 4 コンテンツ作成プロセスとメタデータ体系 （出典：経済産業省 - 電子決済を活用したオンライン・コンテン

ツビジネスに関する調査研究報告書） 
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図表 5 「視聴覚障害者向け放送普及行政の指針」の普及目標の対象となる放送番組における字幕番組の割合 

 平成２２年度 平成２３年度 

ＮＨＫ（総合） ６２.２％ ７０.６％ 

ＮＨＫ（教育） ５２.５％ ５３.５％ 

在京キー５局 ８８.９％ ９０.８％ 

在阪準キー４局 ８５.６％ ９０.９％ 

在名広域４局 ７７.５％ ８４.１％ 

全国の系列ローカル局（在阪準キー４

局及び在名広域４局を除く１０１社）
６１.２％ ６４.０％ 

 

図表 6 生放送での字幕付与方法（出典：三菱UFJ リサーチ&コンサルティング 国内外における字幕放送等に関する

調査研究） 

方式 ダイレクト方式 リスピーク方式 テキストデータ送出方式 
リレー方式 

(キーボード入力) 

概要 
発言者の発話を直接音声認
識エンジンでテキスト化し、
校正のうえ字幕化。 

発言者の発言活をうけ、リ 
スビーカーが 要約等を行っ
たうえで再度発話して音声
認識エンジンでテキスト化。

放送用原稿をあらかじめ字
幕化し、夕イミングをみて送
出する方式。送出自動化も実
用化。 

発言者の発話を聞き、入力者
がキーボードでテキスト入
カし、校正のうえ字幕化。速
記をベースにした入力装置
(高速入カ用キーボード)が
実用化。 

利用技術 音声認識技術 音声認識技術 字幕送出 
高速入力用キーボード(速記
用) 

必要人員 - 校正作業者 : 1 
- リスビーカー: 1 
- 校正作業者 :1～2 

- 字幕送出(手動): 1 - 入力者: 4～6 

メリット - 人員負担小 
- 音声認識向上 
(校正負担減) 

- 人員負担小 
(字幕送出l名) 

- 複数人が会話を行う場合
であっても字幕付与可能 

デメリット 

- 音声認識率が低い 
(校正の負荷大) 
- 単語登録等の事前準備が
必要 

- リスビーカーが必要 
- 単語登録等の事前準備が
必要 

- 放送用原稿が必須 

- 人員負担大 
(入力者の確保) 
- 速記タイプの場合、入力者
の育成 

適用番組 ニュース、野球中継 (NHK) 
スポーツ番組、歌番組、情報・
パラエティ番組 (NHK) 

ニュース(民開放送局) 

ニュース:速記タイプ (NHK、
民開放送局) 
ニュース: キーボード(民開
放送局)  
 
歌謡/情報番組:キーボード 
(NHK) 
スポーツ番組:キーボード
(民開放送局) 
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図表 7 放送関連業界等の将来像とビッグデータ活用イメージ 

放送コンテンツ
映像 + 音声

スマートテレビによる
視聴データ

SNS情報 + 行動履歴
+ 番組へのコメント

テレビ局での追加データ
番組データ + 視聴率

+ 字幕データ

ビッグデータ

≪事例≫例えば、こんな事が分かる！

出演者Aが「●●案には反対！」と
発言した後に、若年層からの大量のコメント。

コメントの内容は、
主に「●●案の賛成意見」

→出演者Ａの意見への反響、賛成者の属性

ビジネスケースの例字幕ﾃﾞｰﾀと
ＳＮＳ情報活用で

映像での発言に対する視聴者の反響
その反響の視聴者属性

4-４ 放送関連業界等の将来像とビッグデータ活用イメージ

0  

 

図表 8 放送コンテンツに係る権利 （出典：総務省 放送コンテンツの流通促進に向けて） 

 



第 30 回情報通信学会大会 予稿 

-15- 

図表 9 各業界の特徴 

 参加者 
事業 

規模 
リーダー

集積 

分散 
資本 対策 

ヘルスケア業界 

（健康診断業界） 
多数 多様性 不在 分散 小 

業界外からの 

リーダーの出現策 

相互に排他的 

自動車業界 少数 巨大 存在 集積 高 競争と協調 

放 送

業界 

既存 中 中 存在 分散 中 
NHK 以外のリーダーなし 

相互に排他的 

スマート 

テレビ 
中 中 不在 分散 小 リーダーの出現策 

 

 

図表 10 自動車業界を中心とした産業融合の例 
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脚注 

i (Iansiti & Levien, 2004)を読みかえると、情報通信産業のビジネス・エコシステムでは、（バリューチェ

ーンのネットワーク上の）キーストーンがイノベーションを持続する。キーストーンが産業というエコ

システムの融合すなわちビッグシフトの文字通り要となっているとしてのではないだろうか。 
ii  この他、地域テレビやエリアワンセグについても足場市場となりうると想定したが、十分な調査を行

う資料を入手できなかった。 
iii  情報通信学会においても、第 25 回国際コミュニケーション・フォーラム（2008 年 10 月 31 日~11 月

1 日）において「通信と放送の融合」に関するセッションが設けられ、主にコンテンツ政策を中心に議

論された。 
iv  近年のテレビ放送分野での取り組みに関して、先行研究がある。比較的新しい調査研究結果として

は、 [村上圭子, 2013]があり、この調査研究において、テレビ放送分野での取り組みを以下のように分

類している。まず、「マルチデバイス化」は、「マルチスクリーン化」と「セカンドスクリーン化」を包

含しており、スマートフォンやタブレット等のテレビ受像機以外のデバイス利用によって番組や映像コ

ンテンツの視聴形態の変化に対応する取り組み全般を指す。「ソーシャル化」は、ネットを通じた双方

向コミュニケーションの要素を組み込んでいく事を示す。「スマートテレビ化」は、放送・通信（Web）
の連携機能、多様なアプリケーション・コンテンツの提供機能、端末連携機能の 3 つの基本機能を備え
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た機器の開発に関する取り組みを指す。「タイムシフト・VOD 化」は、テレビ番組のタイムシフト視聴

やVOD サービスの普及に関する全般の取り組みを指す。「高画質化」は、テレビの画質のクオリティ向

上に関する取り組み全般を指す。「多チャンネル化」は、デジタル化に伴い、新しいチャンネルが放送

波として開局される動きを示す。 
マルチデバイス化 
 マルチスクリーン化 
 セカンドスクーン化 
ソーシャル化 
スマートテレビ化 
タイムシフト・VOD 化 
高画質化 
多チャンネル化 

 
v  ただし、2012 年 10 月の「視聴覚障害者向け放送普及行政の指針の見直し及び視聴覚障害者向け放送

普及行政の指針見直し」により、災害時の字幕対応（大規模災害等緊急時放送にはできる限り全てに字

幕付与）が盛り込まれた [総務省, 2012b]。 
vi  放送波による放送の場合、電波帯域が有限であることから公共性が問われる事になるが、通信技術を

用いたスマートテレビとしては、放送波のそれよりも視聴者より求められる公共性は低くなる可能性が

高いと考える。 
vii  外資系レコード会社の原盤権に関する使用許諾についてはテリトリー制が取られており、例えば、

放送コンテンツの海外展開に「ＤＶＤ化」や「送信可能化」を含む場合、原則としてコンテンツを展開

する国・地域毎に当該レコード会社の現地法人の許諾が必要となっている [総務省, 2013c]。 


